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論文
ケインジアン・クロスとケインズ
堀 江 義
1 はじめに
マクロ経済分析に関する入門書の第 1頁とも言うべき位置を占めるものとし
て，国民所得決定の理論がある。これに関してわれわれが長年なじんできた説
明は，実質タームの尺度を用いて「総供給直線を表す45度線と， 総需要曲線
（直線）との交点において国民所得が決定される」という，いわゆるケインジア
ン・クロスによる図式であろう。この手法は， A.H.ハンセン (Hansen[5],p. 
26)によって「所得一支出アプローチ」と呼ばれたものであるが，誰のオリジ
ナルになるものかはともかくとして，私自身はこれには何か納得しえない感情
を抱いたまま今日に至っている。
納得しえない点は，はっきりしている。ケインジアン・クロスが経済の均衡
値を与えるものであることは間違いない。しかし，この均衡値が実現されると
言いうるためには，経済主体――—特に，この場合には企業＿の行動による裏
付けがなければならない。そして，その企業行動を合理的に説明しようとすれ
ば，さらに企業の目的が明示されてしかるべきであろう。私の思うところ，従
来の標準的な説明ではこの点が必ずしも明確ではない，ということである。
上に述べたような問題が見当はずれではないとすれば，本論の目的は，この
問題に対する私なりの試論を提示することにある。
2 ケインズの所得決定論
この問題を考えるには， ケインズ ([10]) 『雇用・利子および貨幣の一般理
論』の第 3章を見るのが普通ではあるが，あえて第 3章は後回しにして，特に
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第10章から見ていきたい。第10章は乗数理論を説明することが主要な目的にな
っているが，その背景にはケインズの比較的分かり易い所得決定論があるから
である。
そこでは測定尺度として「賃金単位」が用いられているが，一般に， Xを貨
幣のクームで測られた数値とすれば， Wを貨幣賃金率として， Xw=X!Wは
貨金単位で測られた同じ値を表す ([10],p. 41, 脚注）。われわれは，ケインズと
同じ記号を用いて， 貨金単位表示の消費， 国民所得および投資をそれぞれ，
Cw, Yw, fwで表そう。さらに，ケインズに従って
(1) Cw=CwCYw) ; 0 <dCw/dYw< 1 
と仮定する。即ち，「実質」消費は「実質」所得の関数であるものとする。こ
こに「実質」とカギ括弧を付けたのは，通常に見られるような物価指数でデフ
レートしたものとは異なることを意識したためであるが，以下においては，特
に必要な場合を除いてカギ括弧は省略する。この時，この経済の均衡条件は
(2) Yw=Cw+fw 
によって示される。以上のうち， LWを既知数とすれば， 二つの式から均衡国
民所得が決定されることは説明を要しないだろう。
以上が簡単な一つのケインズ・モデルである。ところで，上のモデルの中に
企業行動はどのように反映されているだろうか。それを考えるに当たっては，
二つの点を考慮しなければならない。第 1に，ケインズの測定尺度は「賃金単
位」であるということである。いま，その点を説明するために，通常の実質ク
ームの消費，国民所得および投資をそれぞれ C,Y,Iとし，さらに物価水準を
Pとしよう；この時，
ら=PC/W,Yw=PY/W, lw=Pl/W 
である。これらの式から明らかなように，貨金単位表示の変数の値には物価お
よび貨幣賃金率の値が反映されていると考えなければならない。
さらにもう一つ考慮すべき点は，いわゆる「古典派の第 1公準」である。ヶ
インズがこれを承認している ([10],第2章）ということは，企業の利潤極大化
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行動を承認していると解しなければならない。いま，総雇用量を N,生産量を
Yとして，マクロ的な生産関数を
(3) Y = F(N) ; F'> 0 , F" < 0 
とするならば，利潤極大化の結果
(4) dY/dN= WIP 
が成立する。ただし，本論においては集計の手続きを回避するために， 1経済
に1企業のみが存在するかのように考えておく。 ここで， 簡単化のために W
の値は決定済み（既知数）であるものとしておこう。この時，生産量（および雇
用量）は物価の増加関数になる。なお， 上の二つの式からケインズの総供給関
数を求めるならば，
(5) Y . =PY/W=(dN/dY)F(N)=rf>(N) 
となる([10],p. 5, 脚注2)。ただし， dY,./dN=l -F"F/(F')2> 1。
以上の枠内において， ケインズの考えているところを要約してみよう。ま
ず，企業は利潤極大化行動をとる結果，現在の物価水準に対応して生産量を決
定する。従って，ある国民所得水準が達成されたとして，それが均衡値である
か否かにかかわらず，それはすでに利潤極大化を満たしているものと考えられ
なければならない。
次には，ある所得水準において，もし総供給と総需要とが一致していない時
は何が起きるか。これが当面の関心事であるが，ここでは私自身の解釈を加え
よう。まず起こることは物価の変動であろう。なぜなら，もし物価が不変なら
企業にとって生産量を変更する動機がないからである。物価の変動が生産量の
変動を促す。その結果として，需要と供給とが一致する点において均衡国民所
得が決定され，同時に利潤極大も達成されていることになる。
この関係を第 1図によって示す。第 1象限には総供給直線 (45度の勾配を持つ
直線）と総需要曲線（簡単化のために直線で示す）とが示されている。それらの交
点Eにおいて賃金単位で測った国民所得が決定される。この E点が本来の意
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第1図
味でのケインジアン・クロスである。
第4象限には総供給関数が示されている。第 3象限には(4)式が描かれてい
る。この曲線の形状は生産関数のそれに依存するが， 凹凸についてはともか
く，増加関数であることは間違いない。 この図において，比直線上の任意の
点において利潤極大が達成されているが，各点に対応する価格水準はただ一つ
である。ただし， E点以外においては需要と供給が一致していないから，その
場合には価格が変動し，それに対応して生産量が変動する。そのような変動が
生じない点は E点のみである。
なお，上のモデルにおいては労働市場は表面に現れてはいないが， E点が必
ずしも完全雇用を保障するものではないことは詳しい説明を要しないだろう。
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なぜならば，図の E点に対応する G点は雇用量を表しているが，現在の賃金
率で働きたいと思っている人々はもっといるかもしれないからである。かくし
て上のモデルは， 自由放任（あるいは，競争市場）が自動的に完全雇用をもたら
すものではない， ということを示すには大変便利な分析手法であると私は思
う。
ここで，ケインズの投資乗数を求めるならば， (1)および(2)より次の式が
えられる。
(6) dYw/dlw=l/(1-a), ただし a=dCw/dYw
以上に見てきたところから，本節の論理に矛盾はないだろう。別の言い方を
すれば，もし価格を一定と仮定するならば，賃金単位表示のケインジアン・ク
ロスを論理整合的に説明することは不可能である，ということになる。
このように断定的に言えば，次のような反論が予想される。即ち，価格が伸
縮的であるなら即座に需給のギャップは解消されるはずであるから数量調整と
しての乗数過程は生じないであろう，ということである。けれども，私の考え
では， (4)式を承認することは必ずしも価格の瞬間的な変動を認めることを意
味するものではない。
さらに言えば，価格の変動する経済においても「数量調整」は行われる。本
節において，乗数理論は(6)によって示されている。 この場合， Iwは外生変
数である。 (6)は外生変数の変化が均衡値に与える影響を示すものであり，こ
の分析手法は比較静学と呼ばれるものである。従って(6)式の成立は価格伸縮
性の如何によって影響を受けない。たとえば，完全競争市場を仮定した一財市
場の価格決定モデルを考えてみよう。そこでもし所得水準が財の需要に影響を
与えるとすれば， われわれは［均衡数量の変化／所得の変化］の値を求めるこ
とができる。これは(6)式と同じ手法であり，これも乗数と見てよい。
実際，上のモデルの性格からして，ケインズ自身は価格の変動する経済を前
提にしていたと見るべきであろうと思うが，さらにこの点を補強する資料とし
て， G.C.ミーンズ (Means[13],p. 453)からの引用を次に示しておこう（なお，
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括弦内の語は私の補充）。
……when I talked with him (Keynes) in the summer of 1939 he 
repeatedly referred to the unreality of the classical assumption 
of flexible prices which he had made in the General Theory. 
3 ヒックス
次には， あまりにも有名なヒックスの論文([6 ])はケインズをどのように
解釈しているかを見ておこう。このことは，実質タームのモデルとヒックスの
それとの比較の際に参考となるだろう。
ヒックスは，ケインズ ([10])の理論を解説するに当たって， その枠組みを
表す「基本方程式」を次のように設定している。ただし，下の方程式体系は，
ヒックスが提示したいくつかのバリエイションの一つであってすべてではな
い。
① S(Z) =Im, RIm=Im(r), ⑧ M=L(Z, r) 
上の各式のうち， S=名目貯蓄， Z=名目国民所得， Im=名目投資， M=名目貨
幣供給， L=名目貨幣需要， r=利子率であり，①は貯蓄と投資の均等を表し，
Rは名目投資が利子率の関数であることを示し，③は貨幣市場の均衡を意味す
る。ただし，記号は必ずしもヒックスのそれと同じものではない。これらの式
から，いわゆる JS-LM曲線が導出されることは説明するまでもないだろう。
しかるに，われわれの当面の問題にとって関係のあるのは商品市場であるか
ら，⑧を無視することにしよう。次には，通常の方法に従って，投資を独立投
資と見なし， Imを既知数とする。さらに，名目消費をらとすれば，貯蓄の
定義により， S(Z)=Z-Cm(Z)であるから，結局は，
(7) Z-Cm(Z)=Im 
がえられる。この式の解が均衡国民所得Z*を与えることにも問題はない。こ
・のモデルと前節におけるケインズのそれとの違いはただ一点，名目消費が名目
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所得の関数とされていることである。ケインズは消費は実質所得の関数である
ことを記しているからである ([10],p. 91)。
ただし，より細かな点を指摘するならば，その場合にケインズの言う消費が
名目値か実質値か，この点で曖昧さは残るだろう。なぜなら，ケインズは一方
で "Consumption(C)is…" ([10], p. 91)と記しているから，これは名目消
費とも読み取れるが， その前頁においては "Cw=x(Yw)or C= W・x(Yw)''と
しているからである。あえてこの二つの引用文の間に整合性を求めるなら， W
が一定，という仮定が必要であろう。
それはさておき，このヒックス・モデルにおいて，上の均衡値が達成される
メカニズムは存在するか。これがわれわれの関心事であったが，ヒックスはケ
インズの(3), (4)式を踏襲しており，この点で彼のモデルには企業の利潤極
大化行動が組み込まれている。従って，ヒックスのケインズ解釈は，この点で
前節のわれわれのモデルと本質的に変わりはないと言える。なお，上のモデル
［①～⑧］には労働市場が示されていないが，それを明示的に定式化するなら
ば，たとえばクラインのモデル ([11],p. 265)の様になるだろう。
ところで今， Z=PYであるから， (5)により
(8) Z= WYw= Wlf,(N) 
が成立する。それゆえ， Z*に対応して雇用量も決定される。
ヒックスにおける投資乗数は次の式で与えられる。
(9) dZ/dlm=l/(1-P), ただし P=dCm/dZ 
従って， Pは(6)式における a とはその値が異なる。
ここで一つ注釈をつける。興味あることに，ヒックスは上のようなモデルを
構成するに当たって二部門分割から説明を始めている。従って，われわれも彼
の解説を正確に再現するためには二部門分割から始めた方がよいわけである
が，そうしなかった。というのは，二部門分析には，それなりに固有の問題が
含まれているので，それについては別の機会に論じた方がよいと考えたためで
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ある。
4 実質タームのモデル
今日， IS-LM分析は実質タームを用いて行われるのが普通であるが， それ
と名目タームの分析との間に違いはないだろうか。
ヒックスが名目表示の IS-LM曲線を導出したことは前節に見たとおりであ
る。あるいはまた， サムエルソン ([18])は財市場のみを取り上げた簡単なモ
デルを提示しているが， これも名目表示である。ただし，サムエルソンにあ
っては均衡への調整メカニズムが欠けている。その点ではむしろビショップ
([2])を参考にすべきであろうが， そこにおける企業行動は，ケインズ ([10])
の第10章であるよりは第3章に符合するものである。
ここまで意識してケインズの第3章についての解釈を避けてきたが，私の解
釈では，第3章の企業行動は，これまで述べた第2節あるいは第3節のモデル
とは整合的ではない。もしそうであれば，名目表示のモデルにビショップのよ
うな企業行動を組み込むことには矛盾が生じると私は思うが，これについては
第6節以降において私の考えるところを述べることにしたい。
他方，「アメリカ・ケインジアン」の先駆者とも言うべきハンセン([5 ])に
は実質タームによるケインジアン・クロスが見られる（たとえば，同書， p.34)。
恐らくは， これが実質タームによる最初のモデルであろうか。それはともか
く，いま，ケインズの(1)および(2)式をそのまま実質ターム（基準時の価格で
評価するという意味で）に書き換えれば，
(10) C=C(Y) 
(11) Y=C+l 
がえられる。これがわれわれにとって最も馴染みの深いモデルであり，今日の
教科書的説明とも言うべきものである。上の二つの式から均衡国民所得がえら
れるが，間違いなく，これも経済の均衡値である。この場合，上のモデルに価
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格変数は現れないが，価格は一定と仮定するのが普通である。
けれども，この均衡値はどのようなメカニズムにより達成されるのか，再度
この問題を考えてみよう。これに関して，試みに，入門書として著名な中谷巌
『入門マクロ経済学」（日本評論社，第1版， 1981)を見てみよう。たとえば，そ
の31頁には
「ケインズ経済学における不均衡調整のための主たるメカニズムは，価格機
構ではなく，企業による稼働率調整のメカニズムなのです」
と記されている。上の引用文において「稼働率調整」とは数量調整であると見
てよい。なお， 同書には上の箇所以外にも同趣旨の文が何度も述べられてい
る。さらに言えば，サムエルソン ([19]), メツラー ([16])も同じ発想のモデル
と見なすことができる。簡単に言えば，これが今日の共通の理解であると結論
してよい。もしそうであるなら，ここにおける企業は何を目的関数としている
のか，これが私にとっての関心事であり，スッキリしない点であった。私の知
る限り，この問題を正面から取り上げた著書は，荒 ([1])のみであって，他に
は見当たらない。それ故，次節において同書の見解を検討してみよう。
5 固定価格法
「固定価格法」という名称はヒックス ([7])によるものであるが，荒 ([1])
は「固定価格法に依拠する企業の場合，その設定した市場価格に対して供給量
を需要量に等しくなるような水準に調整することが最も有利な方策である」
（同書， pp.110-11)として， 次のような第 2図の(i)を用いて． その証明を行
っている。しばらく同書の文脈を追ってみよう。
いま，ある企業の生産量を Y,総生産費を TCで表すならば，
(11) TC=H(Y) 
である。第2図の曲線 H は， (11)式を図示したものである。 この曲線に「一
定の利潤加算率を付加して得られる（総費用＋期待利潤〕の動きを示した
71 
394 闊西大學『紐清論集』第44巻第3号 (1994年8月）
?
(i) 
?
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X1j Xa 
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Pi 
x, 
?
第2図
もの」（同書， p.110)が曲線 Aである。言い換えれば， Aは予想売上曲線で
ある。
そこで，この一定の利潤加算率を P とし，期待利潤を I,価格を Pとする
ならば，上の引用文は
(l+p)H=H+II, すなわち Il=pH
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を意味していることがわかる。他方， H=PY-Hでもあるから， P=(l+p)
H/Y=P(Y)が成立する。すなわち，上の文は「フル・コスト原理」を前提に
していることも明らかである。
第2図(ii)は， (i)に対応するものとして私が付け加えたものである。そこに
おける平均費用 ACおよび限界費用 MCの形状は H曲線に対応して決まる
ものである。さらに， 価格曲線は AC曲線に一定倍率 (l+P)を掛けて求め
られるから，価格は生産量の関数であって定数ではない。
さて，フル・コスト原理の下で，生産量（＝供給量）を予想需要に等しくな
るように調整した場合，企業の利潤は最大になるだろうか。いま，企業の予想
需要が同図の Xd の水準にあるとしよう。この時，もしこの企業がふの生産
を行ったとすれば，「明らかにこの場合にはれの水準よりも“の水準に生産
量を拡張する方が利潤は大である」（同書， p.110)と言えるであろうか。
この企業がれにおいて生産している以上，企業は価格を Pi(同図(i)を見
よ）に設定しているはずである。他方で予想需要は“である。 ということ
は， Rの価格で心の需要がある，とこの企業は予想したはずである。その
ように考えなければならない。そうであるならば， この場合の予想売上高は
(i)図の e点ではな<,J点でなければならない。 したがって， この場合に
はふ点の方が Xd点よりも明らかに利潤は大であるから (st>Jg),企業は予
想需要より少ない量を生産した方が有利である。
以上によって，荒 ([1])の主張が必ずしも成立しないことを証明するには充
分であろう。しかし，それなら企業は必ず需要に満たない生産量を生産するの
か，と言えばそうでもない。
6 予想利潤最大化
前節における荒 ([1])の前提は二つに分けられる。第 1の前提は次のCA.1).
である。
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(A.1) 企業は「フル・コスト原理」により価格を設定する。
とにもかくにも，企業はそのように価格を設定する，とまず仮定する。その上
でさらに(A.2)を仮定する。
(A.2) 企業は予想利潤を最大化する。
これが同書に対する私の解釈である。けれども，もともとコル・コスト原理
というものは利潤極大化行動とは両立しない。従って， (A.1)と(A.2)とを前
提とすること自体が無意味ではないだろうか。それゆえ私は，上の二つの前提
のうち第 1のそれを次の仮定(A.3)に変えよう。その上で改めて，次節以降に
おいて(A.2)および(A.3)の下での企業行動を検討してみよう。
(A.3) 企業は価格を与えられたものとして， 自己の製品需要を予想す
る。
この問題は決してケインズと無縁のものではない。 ケインズ ([10])の第3
章，特に24~25頁は，企業行動に関するケインズの考えを知る上で特に重要で
あろう。そこでは，企業は売上収入を予想し，予想利潤を極大化する，という
ことが明記されているからである。同時に， 既述のミーンズ ([13])を想起す
るならば，ケインズ自身の想定する市場は寡占市場ではないと考えてよいだろ
う。そうであれば， われわれの仮定(A.3)はケインズ理論により近い。ただ
し，この仮定が古典派の第1公準と整合的かどうかという別の問題は残るが。
なお，予想需要ということに関して，もう少し厳密に言えば，価格を予想す
るのか数量を予想するのか， という問題もあるだろう。たとえば吉川 ([20])
は価格を予想するものとして一つのケインズ・モデルを提示しているが，われ
われの(A.3)は数量予想である。
7 予想利潤と企業行動
前節においては，ケインズ「一般理論」第3章に関する私の解釈が述べられ
た。そこには本論の第2節におけるケインズとは異なった企業行動が仮定され
74 
ケインジアン・クロスとケインズ（堀江） 397 
ているが，この点はケインズ自身における問題点であろうと私は解する。
さて，ここで改めて本節以降における主な記号を下にまとめておこう。
P: 製品価格 Y: 生産量 I : 予想利潤
Zo: 期首在庫量 z=Y+zo: 供給量 Vo: 期首在庫評価額
x: 予想需要量 TC=H(Y): 総生産費 AC=TC/Y: 平均生産費
MC=限界生産費
いま， 1企業があるとして，当該企業は予想需要が確実に実現するものと考
えているものとすれば，この企業の予想利潤は X とzとの関係により二通り
に表わされる。
[ 1] x;:;;zの場合
この場合は，当期の供給量が当期の需要量を超えることもあるから，その時
は期末在庫が残され，その量が Z―“に当たる。この時，予想利潤（＝売上利益）
IIRは次式で与えられる。
(12) IIR=Px―{Vo+TC(Y)-a(z-x)} =Px―Vo+a(Y)(zo一の
ただし， a(Y)は平均費用 (=TC/Y)を表わす。
[2] x~z の場合
この場合には，企業は予想される需要量を超えない範囲で生産を行うので，
期末在庫量はゼロである。また，現行の価格水準の下では企業が予想される需
要の一部を放棄することもありうる。こうした企業行動は当該企業の信用を損
なうことも考えられるが (depletioncost), 本論のモデルはそうした問題を組
み込んでいない。そのような前提で，予想利潤 IILは次式で与えられる。
(13) IIL=Pz-{Vo+TC(Y)} =PY-TC(Y)+Pz0-V0 
なお，期首在庫がない場合に上の式が IIL=PY-TC(Y)と書き直せること
は言うまでもない。
以上の二つのケースを考慮するならば，予想利潤Iは次の式によって与えら
れるだろう。
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(14) I =min {JI L, I叫
y 
なぜなら， (12)および(13)により
DR-DL=[P-a(Y)](x―Y-zo) =[P-a(Y)](x―z) 
がえられるが，自然な仮定として P>a(Y)とするならば，
•{}-n, {:ju, 
の関係が成立するからである。
8 平均費用逓減と生産量： z。<迄~zo+ Ya 
さて，説明の簡単化のために，以下においては予想需要は常に期首在庫量よ
りも大きいものとしよう (zo<x)。そこで，いま zo<x;:;;;;zo+兄であるとすれ
ば，企業の生産量はどこが最適か。
第3図によって説明しよう。まず企業の供給量が多くとも需要を超えないも
のとすれば (z;:;;x), (13)によって， 生産量の増加に従って利潤は増加するか
ら，需要量＝供給量(x=z=zo+Y) の点で利潤は最大になるだろう。次に，
企業が需要水準を超えてさらに供給を増加するものとしよう。この場合には，
(12)によって， 利潤は z=:、Ya+Z。の水準までは生産の増加と共に増加する
（図における llR曲線）。なぜなら， O<YくYaにおいては平均費用は逓減するか
らである。従って，図における e点がnの最大値を表わす。同図から明らかな
ように，この場合には，企業にとっては需要に見合った供給を行うインセンテ
イプは働かない。企業は予想需要夕を超えて Y=Y.、において生産することが
最適である。
そうなれば，現実には期末在庫が増加し，次期には在庫の持ち越し費用も増
大するだろう。しかし，ここではモデルの単純化のため，そのような当然に起
こりうる現象がモデルに組み込まれていない。従って，われわれの分析を直接
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に現実の経済に適用することは避けねばならないが，平均費用逓減の領域が企
業行動に重要な影響を及ぼすという点は注意されてもよいだろう。
注釈：事実，その点に着目した例として，戦後日本の高度成長期を分析した
村上 ([17])がある。本論の枠組からは外れるので追加的に記すならば， この
ような状況に直面した場合の企業としては，単に需要を与えられたものとして
予想するのではなく，新たな需要を創出するために，より積極的に行動する可
能性が大きい。しかも，その場合の市場は国内だけでなく外国も含まれる。
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9 数量調整の領域： Zo+ Ya~ 迄~z。 +Ym
次には予想需要が zo+Ya~ 店~zo+Ym を満たす範囲にあるものとしよう。
より散文的な表現をするならば， 需要が多からず少なからず， 「マイルドな」
場合，ということになる。この場合には， IILは増加関数になり， 他方で IIR
は減少関数となるから， 1のグラフは第4図の曲線のようになる。 従って，
x=zにおいて予想利潤は極大になるから， 企業は予想需要に一致するように
供給量を決定するだろう。
かくして， 先に引用した中谷（『入門マクロ経済学』）の教科書的な説明が妥当
するのは需要がまさしくこのような領域にある場合である，と理解することが
できる。それでは，需要がこの領域を超えるような時は，企業はどのような行
動をとるか。
10 価格調整： z。 +Ym~X
最後のケースとして， 需要が Zo+Ym~ 紅を満たす領域にあるような場合を
n 
----
 ｀ ‘
。
Zo+Ya X z.+Ym 
z 
第4図
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考えてみよう。あえて図示するまでもなく， この領域においては IILもIIR
も共に減少関数となるから， IIは減少関数である。従って， 予想利潤は z=
zo+ Ym (あるいは， Y=Ym)において極大となる。
ということは，企業は必ずしも需要を満たすだけの生産を行わず，一部の需
要を放棄するということを意味する。これが予想利潤極大化行動から導かれる
結論である。こうした場合，次に起こる現象は何であろうか。私は，価格の上
昇であろうと思う。市場において，需要＞供給の結果として価格上昇が起き
る，と考えるのが順当であろう。
もし価格上昇が生じるとするなら，それに反応して企業は生産量を増大させ
る，このプロセスを通じて，いずれは需要に等しい供給が達成されるだろう。
この過程は本論の第2節と同じであり，そこにおいては「価格＝限界費用」が
成立する。
誰が価格を上昇させるのか。このことに関連して，マーシャル(A.Marshall) 
の市場概念について述べたヒックス ([7],pp. 54-56)の解釈は示唆に富む。そ
れによれば，マーシャルの市場においては価格を設定するのは生産者ではなく
卸売あるいは小売業者である。さらに，マーシャルの市場は完全競争でもなけ
れば，また不完全競争でもない。われわれのモデルもまた同様，と言ってもよ
いかもしれない。
注釈：ただし，われわれはマーシャルの市場とケインズのそれとを同じと見
なしているわけではない。レイヨンフフプト ([12],pp. 50-54)は，マーシャル
の市場における不均衡の調整過程に関して，反応速度の速い順に価格，数量，
および資本ストックをランク付けしているが， 「ケインズのマクロ・システム
においては，マーシャルの価格調整速度と数量調整速度とのランキングが逆転
している。」と述べている。確かに， われわれが本論の第 9節をケインズ理論
の中心と見なすならば， レイヨンフフプトの主張は納得のできるものである。
けれども，本論の第10節をも同時に考慮するならば，財市場における不均衡の
調整メカニズムに関して，ケインズの理論はマーシャルの部分的修正である，
79 
402 闊西大學『純清論集」第44巻第3号 (1994年8月）
と言ってもよいのではないか。
1 総供給曲線
ここでまず，第 6節から第10節までの結論を簡単に要約しよう。本論の第6
節以降に述べられた企業行動は，これもまたケインズの企業行動であるが，す
でに述べたように，それは第2節のケインズとは異なる。いま仮に収穫逓減の
法則が成立するものとすれば，とりあえず，第 8節の結論は無視してもよいだ
ろう。そうしたとしても，第 9節の結論は第2節のそれとは整合しない。これ
はケインズが，利潤極大と予想利潤極大とを同一視したためであろうと私は思
う。
また第 9節はいわゆる実質タームのモデルが妥当する領域でもある（ケイン
ズ自身は，基準時価格で評価した実質値には疑問を呈しているが）。 けれども，逆に実
質タームのモデルは，第10節のような需要の領域を説明しえない。われわれの
目的は，需要が如何なる水準にあろうとも統一的に説明しうるようなモデルを
提示することにあったが，いくつかの単純化の仮定はあるにせよ，ほぼその目
的は達成された。
そこで次には，第 6節以降の企業行動を前提にして総供給曲線を導出してみ
よう。その場合，これまでは 1企業の行動を取り上げてきたが，それがそのま
ま1経済における総和としての企業行動であるものと見なすこととする。
第9節においては予想需要が Zo+Ya;;.; 江盆o+Ymの領域にあるものとした
が，この時は，企業は現行価格の下で需要に見合う供給を行った。企業がこの
ような行動をとる以上，もし需要が増加しても，それが上の範囲に留まる限り
は価格は変化せず，供給のみが需要に対応して増加するだろう。従って供給曲
線は，第 5図(i)のように，現行価格のレベル (Po)において横軸に水平な直
線 QRになるだろう。なお， 厳密には， 図の横軸は生産量であって供給量で
はない（あるいは，期首在庫をゼロとしたものが図の供給曲線であると見てもよい）。次
には，第10節におけるように需要が Zo+Ymのレベルを超える場合であるが，
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この場合には，供給が増加するためには価格の上昇が伴わなければならない。
そして供給曲線は同図の RUのようになるだろう。なお， この曲線は限界費
用曲線の一部に一致する。
ここまで説明したところでは，一見してこの曲線はドーンプッシュおよびフ
ィッシャー ([4],p. 19)の供給曲線と同じであるかのように解されるかもしれ
ない。しかし，彼らの供給曲線が「右上がり」になるのは，われわれのモデル
と事情が異なる。彼らの供給曲線は，経済が潜在産出量に近づくにつれて価格
が上昇することが原因であって，それはわれわれのモデルににける価格上昇メ
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カニズムとは関係ない。われわれのモデルにおける「右上がり」供給曲線は，
生産要素が完全雇用に接近するかどうかに関係ない。
ついでながら，経済が潜在産出量に接近した場合には確かに財の価格は上昇
するだろう。けれども，その原因となるのは生産要素価格の上昇であろう。通
常，供給曲線は「生産要素価格が一定である」との仮定の下で描かれるもので
あって，その考え方からすれば，要素価格の変化は供給曲線のシフトをもたら
すものではあっても，供給曲線そのものの形状とは関係ない。
われわれの供給曲線の解釈には，さらに注意を要する。通常のミクロ経済学
における供給曲線の場合には，価格の上昇の場合も下落の場合も同一の曲線で
示されるのが普通であるが，この場合にはそうはいかない。たとえば，経済が
同図のa点にあったとしよう。 ここで需要の減少が起きたとして， 価格は RU
曲線に添って下落するわけではない。価格はa点の水準のまま生産が減少する
から，供給線は同図の破線のように数量軸に平行な直線になる。そして，そこ
でまた需要が増加すれば，経済は同一直線上を右へ移動し， a点に戻り，以後
は再び RU曲線上を上昇する。 このメカニズムは， あたかも消費関数におけ
るデューセンベリーの「ラチェット効果」のように，価格の下方硬直性をもた
らすであろう。
もし需要が Zo+兄は満たない場合はどうなるか。生産は L の水準で行わ
れる。このモデルでは在庫費用が無視されているから，供給過剰により価格が
下がるだろうが，生産は相変わらず Lの水準に維持されるはずである。価格
はどこまで下落するか。確定的なことは言えないが，仮に同図の b点まで下が
ったとしよう。そこで次には，何等かの理由により予想需要が zo+兄を超え
たとしよう。今度は b点から横軸に平行に破線のような供給線が引かれるだろ
う。
以上の説明から明らかなように，われわれのモデルにおいては一般に供給量
は価格のみの関数ではなく，予想需要の関数でもある。しかるに，現行価格の
下で特に需要が「マイルドな」場合には，即ち，需要曲線が同図(i)の DDの
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ように供給線と区間 AMにおいて交わる場合には， 供給量は需要量に一致す
る点に調整されるという意味で，それは予想需要のみの関数となる。結論的に
言えば，ケインジアン・クロスが主体的均衡と経済の均衡とを同時に表すのは
このような場合においてである。
12 おわりに
ケインズ理論の本質は数懺調整にある，という主張は今日の大勢であろう。
従って，本論のようなテーマを追うことは流行遅れには違いない。それにもか
かわらず，数量調整は第 9節のようなマイルドな需要しか説明できない部分理
論ではないか，というのが私の疑問であった。このテーマに関する予備的な分
析は堀江 ([9])において行ったが，それを基にして本論においては，私なりに
従来からの疑問に一応の解決を見い出したつもりである。とはいえ，在庫費用
の導入，それが企業行動に与える影響の問題など，まだ検討されていない課題
も残されている。ただし，これはケインズ解釈の問題というよりは，モデルの
現実妥当性に関わる問題として別個に検討されるべきであろう。
ケインズの理論に関しては，気がかりな事はまだ他にもある。たとえば，か
つて私が指導を受けた菱山泉教授は 「J.M.ケインズ（続々 ）」（『経済セミナー 』
1988年1月号， p.73)において「ケインズによる方法論的個人主義の否認」と
いうことを述べておられる。あるいは，本論の途中に注釈を付けた二部門分析
の手法による解釈も興味ある問題である。これらについても別の機会に取り上
げたい。
付記：本研究は， 1992年度の関西大学「学部共同研究費」によるものである。
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